
「総務大臣とのくるまざ対話 in 島根」議事概要 

 

１ 日 時 平成１９年９月２９日（土） １３：００～１５：００ 

 

２ 場 所 島根県中山間地域研究センター 
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４ 懇談会次第 

（１）あいさつ 

  ① 増田寛也 総務大臣 

  ② 山碕英樹 飯南町長 

（２）意見交換 

＜テーマ＞ 

   ・地域の活性化方策について 

   ・地方行財政・地域経済の諸課題について 

 

５ 懇談会要旨 〔主な意見〕 

 

①地元出席者 

・道路整備、高速道路を始めとするネットワークを早期に整備していただきたい。ま

た情報インフラも、光ファイバーが未整備であるため、企業誘致が難しい。 

・行財政改革については、絞るところは絞ってこれ以上ないぐらい県内でもトップク

ラスで頑張っている。そのような点も配慮してほしい。 



・ＦＴＴＨ事業の推進は都市と地方との格差の是正という面では大きな効果がある。

未整備の市町村の情報基盤の整備を進めていただきたい。 

・企業誘致を積極的に進めているが、企業は何らかの優遇策がないかと期待している。

企業の負担軽減を図るため、工場用地を町が過疎債等で取得し、貸与することで企

業誘致ができるのではないかと考えている。 

・小規模農家でも女性や高齢者等がよく頑張っており、これをどう支援していくかが

課題である。 

・中山間地域等においては、農業という視点だけでは担い手や農地の問題は解決困難

であり、医療や教育も含めて、より総合的な視点からの省庁横断的な対策を打ち出

していただきたい。 

・急速に拡大している耕作放棄地と有害鳥獣対策が課題。 

・最近の原油高、資材高により、５年経過しても黒字化しない。今後は、自分らの生

産物は、自分達で値段を付けることにより資金を確保していく取組が必要である。 

・企業は、高速道路や情報インフラの利用環境は当然のこと、人材、医療、福祉、教

育等についても、整備されているかについて高い関心を持っている。 

・情報基盤等の整備を進めるには、行政としても、起債だとかいろいろ財源を活用し

て、財政出動しなければならないが、厳しい財政状況からそれもできず、二律背反

（トレードオフ）になっている。その結果、地方は逆にどんどん悪い方に入ってい

くというような感じもしており、それが格差につながっているのではないか。 

・人口を維持するためには、若者の働きの場をいかにつくっていくかということが今、

非常に大切である。そのため、①農業の再生、②既存の企業の拡充、③新しい産業

の創出の３つが重要である。 

・合併特例債については、今後はあまりハード整備の需要はないと思われるので、ハ

ード充当分を活用して、まちづくり基金（ソフト事業）の枠を拡大していただき、

持続的に安定した財政運営が可能なように配慮をお願いしたい。 

・地場企業を起こしていくためには、民間企業に対して町として支援したいと考えて

いる。ついては、営利企業といっても、雇用の確保などの公共的な面を担っている

ので、過疎債や合併特例債を活用できるようにして欲しい。 

・地方の若者を呼び込むための、人材育成や就業体験に対する支援をお願いしたい。 

・携帯電話の不感地域の解消をお願いしたい。 

・ポスト過疎法の検討においては、従来のハード事業中心から、ソフト事業中心とい

う流れにおいて、集落の支援や地域交通といった取組にソフト事業で支援願いたい。 

・ＪＲの撤退後、町営バスの運行等に１億２，０００万円かかっているが、国の補助

基準に該当しないため、運賃収入や県の交付金、交付税措置分を除いた４，５００

万円程度を町が負担しており、これら地域交通への支援をお願いしたい。 

・公立邑智病院は、救急指定病院であるが、医師が不足しており十分な医療が提供で



きていない。医師不足についても大きな問題である。 

・離島の医療の自己完結率を高めることが必要であり、現在２５０人の職員でもっと

質の高い医療が提供できるという考えのもとに努力している。 

・島根（本土）の中核病院との連携を深め、医療関係者の資質向上に努めている。ま

た、地域医療においては、医師は、専門性にとらわれない幅広い臨床力を持つ者を

評価する取組が必要である。 

・合併により、一部過疎の市になったが、過疎地域と非過疎地域で逆転現象が起きて

いる。過疎地域は、過疎債が使えるので情報基盤の整備が進んでいるものの、非過

疎地域は、過疎債が使えず、整備が進んでいないため、じくじたる思いをしている。

新過疎法では、そのあたりを配慮願いたい。 

・財政健全化法の動向は非常に高い関心事である。具体的な基準は、まだはっきりし

ていない状況と聞いているが、緩和措置をお願いしたい。 

・ＣＡＴＶの再送信に関しては、かなり民放各社のガードが堅いので、民放各社への

指導をお願いしたい。また、ＣＡＴＶ事業においては、過疎地には民間事業者が入

ってこないので、どうしても行政が行う必要がある。そうなれば後々の財政の運営

の問題が出てくるので、この点についても配慮願いたい。 

 

②総務省 

・合併特例債によるまちづくり基金の限度額の引き上げについては、他にもそのよう

な意見を聞いているので、それらを踏まえつつ、よく検討してまいりたい。 

・地域の特産物について、郷土料理とかが伝承されて、地域の食材を使って魅力のあ

るものをつくっていくような、次の世代へ継承するような仕組みづくりが大事だと

思う。 

・医師不足は、今一番の国全体としての大きな課題である。 

・地域で必要とする医師はすべてを診察できる総合医であり、本当に高度なものは提

携している中核病院に行ってもらうということが大事である。今度の新臨床研修制

度の中でそういう全般を診るような、地域医療に目覚める人たちが出てくればと思

っている。 

・これまで自治医大が総合医育成の役割を果たしてきたが、引き続き総合医をできる

だけ多く生み出すということが大事であり、総務省、自治医大とも関係が深いので、

出来ることはしていきたい。 

・財政健全化法については、新しく導入する連結実質赤字比率や将来負担比率といっ

た指標の算定方法などについて鋭意検討しているところであり、地方団体の意見を

聞きながら、年内に関係政省令を策定したいと思っている。 

・ブロードバンドの整備状況については、島根県では、県の取組が非常に進んでいる

ため、今のところロードマップでは２０１０年にブロードバンドサービスが１０



０％提供できる状況である。島根県の特徴は、各市町村の取組が非常に意欲的なこ

ともあり、ケーブルテレビの伸び率が非常に高い。また、ケーブルテレビは、地デ

ジ及び高速ブロードバンド普及等々において山陰地方に非常に有益なメディアと

考えている。 

・携帯電話不感地帯ゼロの取組については、民間企業が提供しているものであり強制

はできないが、国と自治体が知恵をひねり、支援策を充実させていきたいと考えて

いる。事業者が鉄塔を整備するインセンティブを高めるため国の施策を充実し、不

感地帯をなくしていきたいと思っている。 

・外貨を少しでも稼ぐ取組を通じて、地域の人たちが自信を持つことが大事である。

何か一つのことでも良いから、外貨を稼ぐような試みをしてみようという、そこの

突破口が見つけられればなと思う。 

・とにかく１次産業あるいは１次関連業のところが元気を出さないと、この中山間地

域の問題というのはやっぱり解決をしないと思う。 

・内閣府で構造改革特区だとか地域再生とかいろいろな仕組みがあるが、もっとわか

りやすく一本化しようと思っている。そこで突破口をあけていくことも可能なので、

ぜひここを変えてほしいということをいろいろ探して、指摘していただきたい。 

・中山間地域の問題は、省庁関係なしで横断的にやっていかなければいけないという

話があったが、福田内閣でこの問題に手をつけて、そういった省庁横断的な今まで

とは違うアプローチをやっぱり見せていかなければならない、そういう思いでこれ

からも行政に取り組んでいきたい。 

・医師不足も大変深刻な問題である。この問題については厚生労働省などとよく相談

して、何かもっと前に進むようなことをやっていきたいと思う。 

 

６ 現地視察 

 ① 飯南町「ぶなの里（道の駅とんばら産直市）」 

    国道 54 号線、「道の駅とんばら」に平成７年８月にオープン。 

新鮮、安全、安心をモットーに、約１００戸の地元農家が生産した野菜や果物

などを販売している様子を視察。 

 ② 島根県中山間地域研究センター 

平成１０年に、中山間地域の活性化に向けた積極的な取組を行うことを目的に

設立。地域の諸課題の調査・分析、地域振興手法の研究・開発、農林業技術の

研究開発を推進しており、最近の研究課題等について視察。 

 ③ 邑南町上口羽
かみくちば

（川角
かいずみ

地区）の集落の現状 

    過疎化・高齢化が進む川角地区は、１０戸の１６人の集落。ＮＰＯ法人と連携

して進める地域づくりの様子を視察。 

④ 邑南町上口羽
かみくちば

（川角
かいずみ

地区）の地域住民との意見交換（川角
かいずみ

集会所） 



    意見交換での主な意見は以下のとおり。 

・雪かき等の負担が大きい高齢者のために、古い校舎や公民館などの遊休施設

を活用し、冬季に短期滞在できる仕組みが必要。 

・ボランティア活動中の事故等に備え、安心して参加できる保険制度が必要。 

・生産意欲減退の原因となる鳥獣害の防止支援が必要。 

・通院・買い物・家屋の補修・雪はね・草刈り等の生活支援が必要。 

・上記事項も含めた様々な支援活動や、地域の住民サロンの経営、行政事務の

代行など、ソフト面の取組を対象に、交付税で支援してほしい。 

 

（以上） 


